
Press Release 
2019 年８月５日 

各  位 

                                                           

 

 

 

 

連結業績予想の修正に関するお知らせ 

 

 

当社は、最近の業績動向を踏まえ、2019 年５月 13 日に公表いたしました 2020 年３月期（2019 年４

月１日～2020年３月 31日） 第２四半期連結累計期間及び通期の連結業績予想を下記の通り修正するこ

とといたしましたので、お知らせいたします。 

記 

 

１． 連結業績予想数値の修正 

（１） 第２四半期連結累計期間 （2019年４月１日～2019年９月 30日） 

 

売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に 

帰属する 

四半期純利益 

1株当たり四

半期純利益 

2019年５月 13日 

発表予想     （Ａ） 

    百万円 

52,000 

百万円 

△1,200 

百万円 

△1,200 

百万円 

△1,200 

円 銭 

△35.17 

今回修正予想    （Ｂ） 40,000 △1,900 △1,900 △1,900 △55.69 

増減額     （Ｂ-Ａ） △12,000 △700 △700 △700  

増減率        （％） △23.1 － － －  

（ご参考）前期実績 

（2019年３月期第２四半期） 
46,731 △1,645 △181 650 19.07 

（２） 通期 （2019年４月１日～2020年３月 31日） 

 

売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に 

帰属する 

当期純利益 

1株当たり 

当期純利益 

2019年５月 13日 

発表予想     （Ａ） 

    百万円 

108,000 

百万円 

400 

百万円 

200 

百万円 

100 

円 銭 

2.93 

今回修正予想    （Ｂ） 85,000 △3,000 △3,100 △3,200 △93.79 

増減額     （Ｂ-Ａ） △23,000 △3,400 △3,300 △3,300  

増減率        （％） △21.3 － － －  

（ご参考）前期実績 

（2019年３月期） 
105,549 682 1,392 2,613 76.59 
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２. 修正の理由 

（１） 第２四半期連結累計期間 

第２四半期連結累計期間の連結業績の見通しは、米国トランプ政権の関税強化措置（第４弾）の対

象製品となった中国製液晶テレビが早期前倒しで米国市場へ輸出され、短期的に大量の製品が市場

に流入したことに加え、中国市場における液晶テレビ需要の減速も相まって、中国から米国への製品

輸出が激増しました。これらの影響により当社の液晶テレビ新規売上は減収を見込んでおります。ま

た、中国パネルメーカーによる高水準の液晶パネル供給に液晶テレビの需要が追いつかず、パネル市

場における競争激化から液晶パネル価格が下落し、製品の市場価格も下落基調が更に進行する見通

しであることから、売上高は40,000百万円となる見込みです。 

また、売上高の減少及び販売単価の下落による損益の圧迫と、米国市場における過剰な流通在庫に

対応する販売促進費用の発生などに伴い、営業損失 1,900百万円、経常損失 1,900百万円、親会社株

主に帰属する四半期純損失は 1,900百万円となる見通しです。 

 

（２） 通期 

通期の連結業績の見通しは、当社の主力販売市場である米国におきましては、引き続き液晶テレビ

などの販売競争の激化、販売単価の下落、更なる販売数量の落ち込みが見込まれていること、また、

映像ストリーミングサービスの普及やスマートテレビの需要が伸びていることからＢＤプレイヤー

関連製品の市場がさらに縮小すると予想し、減収を見込んでおります。 

 一方、日本市場では、４Ｋ有機ＥＬテレビをはじめとする『ＦＵＮＡＩブランド』ラインアップの

刷新や、ネイルアートプリンターのＯＥＭ並びに自社ブランドの販売拡大、プリンターヘッド技術の

応用製品の市場投入などを予定しており、概ね売上計画通りとなるものの、北米市場の落ち込みをカ

バーするに至らず、売上高 85,000 百万円、営業損失 3,000 百万円、経常損失 3,100 百万円、親会社

株主に帰属する当期純損失は 3,200百万円となる見通しです。 

 

 

注： 上記の予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、

実際の業績等は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

 

以 上 

 


